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研究成果の概要（和文）：本研究では、アフリカ・中近東・アジアの発展途上国における、困難な状況にある子
どもの教育について、それを支援する学校、教師の実践事例を個別に調べ、多面的に検討した。とくに困難な状
況にある子どもの教育のリアリティを当事者である生徒、教師、保護者の視点から捉えなおした。その結果は、
脆弱というよりは、外部からの支援に依存するのではなく、主体的に行動する人々の存在が明らかになった。研
究成果は、（１）難民の子どもの教育、（２）障害のある子どもの教育、（３）危険にさらされる子どもの教
育、（４）貧困家庭の子どもの教育に分類し提示した。

研究成果の概要（英文）：This study examined multiple aspects of the education of vulnerable children
 in the developing countries of Africa, Middle East, and Asia, by looking at the cases of individual
 schools and teachers who are eager to support them. We attempted to understand the realities of 
such education particularly from the perspectives of students, teachers, and parents. The 
investigation revealed that there are so many people who are taking action on their own initiative 
without solely resorting to external supports. The study results were presented in four categories: 
(1) Education of refugee children, (2) Education of children with disabilities, (3) Education of 
children at risk, and (4) Education of children from poor families.

研究分野：比較国際教育学、国際教育開発論
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１．研究開始当初の背景 
初等教育の完全普及（普遍化）は、2015
年までにすべての国で達成すべき国際開発
目標になっている。しかし、量的な拡大の状
況だけを見ていては、学習者にとって最も切
実な教育の質を見逃してしまう。例えば、マ
ラウイは、初等教育純就学率が 97％であり、
不就学の児童数は極めて少ないが、小学校 6
年生のうち、期待される言語能力を習得して
いるのは、1％未満であるとする調査結果が
ある。実際に「困難な状況にある子ども」も
就学はしているが、受けることのできる教育
の質を考慮すれば、はっきりした格差がある。 
このような問題の存在は、広く認識されて
いるが、発展途上地域、なかでも低所得国の
教育調査の多くは、援助機関の志向に影響を
受け、政策研究や定量的分析が中心となり、
フィールド調査をもとにした事例研究、質的
研究はあまり行われてこなかった。したがっ
て、表面的な実情の紹介や問題の指摘はして
も、そのような状況が表出する理由や背景の
詳細な分析には至っていない。 
このような中で、研究代表者らはアフリカ
の人々の生活世界（具体的には、個々の社会
的文脈性や生活者としての視点）から、学校
のあり方を長期的にフィールドと関わりな
がら考察し、一定の成果と評価を得てきた。
しかし一方で、残された課題として、教育を
受けることができない、あるいは受けること
ができてもその質が極めて低い「困難な状況
にある子ども」の存在がある。さらに、これ
までアフリカを中心に蓄積してきた研究成
果をもとに、他地域にもこのような手法によ
る研究を広げる必要性を強く感じるように
なった。 
現在、小学校はコミュニティに最も近い行
政組織として、かなりの遠隔地にも存在する。
そして、小学校は単に新しい知識を学習する
場だけではなく、子どもを厳しい社会的環境
や文化的慣習から保護する機能も持ち合わ
せており、教師は学校での親代わりとしての
役割を果たすこともある。ところが、このよ
うな小学校（教師）の役割は正当に評価され
ておらず、学校の果たす多面的な役割を積極
的に理解しようとしてこなかった。すなわち、
これまでの研究者は不就学の子どもの問題
を指摘はしても、解決につながる複雑な要因
の分析を十分にしてこなかった。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、アフリカ 4か国（ケニア、
南スーダン、マラウイ、南アフリカ）、中近
東 2 か国（シリア［トルコ］、アフガニスタ
ン［イラン］）、アジア 3か国（バングラデシ
ュ、ラオス、モンゴル）を主対象とし、この
ような子どもを支援する学校（教師）の実践
事例を個別に調べ、そのような子どもが生ま
れ、就学が阻害される要因について、その社
会的背景や構造と共に明らかにすることで
ある。不就学の原因を探求するのではなく、

学校が果たしている子どもを保護する機能
に注目することに特徴がある。 
学校教育がどのように寄与できる可能性
（あるいは限界）があるのか、発展途上国の
開発問題の根源的な課題（貧困の撲滅など）
の一端に接近し、その社会的構造を明らかに
するものである。 
 
３．研究の方法 
（計画）1 年目はケニアなど、調査環境のよ
り整っている 5か国を先行させ、そこで得た
発想に基づき調査研究の基本枠組みを構築
した。2 年目は 9 カ国での国別研究でこの枠
組みを応用させながら現地調査（各国 2人の
合同を基本とする）を行い、3 年目も国別研
究を継続すると共に、対象国を当初より拡大
した。4 年目は調査メンバーも絞り、特定し
た事象を重点的に補足調査した。一連の調査
により、学校（教師）による困難な状況にあ
る子どもへの支援事例の把握、およびそれら
の子どもが生まれる社会・文化的要因を解明
した。 
（方法）学校およびコミュニティでの参与観
察、ならびに教師、生徒、保護者等との半構
造化インタビューによる質的調査を基本と
し、エスノグラフィー的要素も取り入れ、
人々の生活に寄り添いながら調査、分析を行
った。また、当該家族のライフヒストリーを
聞き取ることで、過去から現在の生活プロセ
スを追跡し、学校教育の影響の解明を試みた。
3 年目には、フィールドを基礎とした比較研
究の枠組みを創出し、必要に応じ質問紙調査
も取り入れた。 
 
４．研究成果 
研究成果を集大成するため『発展途上国の
困難な状況にある子どもの教育』（明石書店）
を刊行することが決まっている。同書の内容
は、4部 16 章から構成され、巻末にはこの分
野の先達である方研究者による解説を4篇収
録し、重要な基礎情報や本書を読み解くため
のカギを提示する。 
第 1 部は「難民の子どもの教育」である。
インドのチベット難民（1章）、イランのアフ
ガニスタン難民（2章）、トルコのシリア難民
（3章）、ケニアの南スーダン難民など（4章）
を対象としている。ケニアでは難民キャンプ
内の学校での研究であるが、他の 3か国は難
民自身が庇護国において自律的に運営する
学校である。このような学校には、さまざま
な運営形態があり、外部の支援者・機関とつ
ながりつつ、庇護国政府の「支援」と「介入」
の両面と渡り合いながら、不安定な存在を安
定化させている。 
第 2部は「障害のある子どもの教育」であ
る。スーダン（5 章）、エチオピア（6 章）、
ケニア（7章）、マラウイ（8章）の 4か国を
それぞれ対象とし、現在の世界的な潮流であ
るインクルーシブ教育の理念とその導入を
めぐって、政策と現場での葛藤が論じられて



いる。包摂を企図した政策が現実には逆に排
除を生む結果になっているという研究結果
は、4 章ともにほぼ一致している。理念先行
のインクルーシブ教育の台頭により、従来の
特殊教育が衰退し、逆に障害のある子どもが
必要な教育を受けられないという状況も起
こっているようである。 
第 3部は「危険にさらされる子どもの教育」
である。インドの人身売買（9章）、ブルキナ
ファソのストリート・チルドレン（10 章）、
ケニアの HIV エイズ（11 章）、マラウイの遺
児（12 章）を調査の射程としている。ストリ
ート・チルドレンと遺児の場合は、困難な状
況の中でも彼らを取り巻く人々の支援もあ
り、たくましささえ感じることができる。一
方で、インドの事例は、外部の非政府組織に
よる活動があればこそ、その苦境から脱出可
能となり、ケニアの事例は、保護機能のある
学校であるが、それゆえに逆に卒業後のリス
クが高まることを示唆している。 
第 4部は「貧困家庭の子どもの教育」であ
る。ラオスの少数民族（13 章）、ウガンダの
農村部貧困世帯（14 章）、ケニアのスラム居
住者（15 章）、マダガスカルの農村住民（16
章）を対象としている。貧困家庭といっても
さまざまであり、少数民族やスラム居住者、
農村住民であるから「貧困」であるという単
純な構図ではない。少数民族やスラム居住者
に対しては、援助組織にとってはそのラベル
に魅力があり、支援を受けやすい環境にある。
一方で、ウガンダの事例のような普通の貧困
層は支援対象になりにくく、またマダガスカ
ルの米作を中心とする農村は、それほど困窮
度は高くないように見受けられる。 
最後に、終章では 16 編の事例研究の論点
を整理し、共働的に研究を行うことの意義と
価値を検討した。個別のフィールド研究では
わからない、「共働研究」を行い、相互に比
較参照することで新たに何が得られるかが
重要になる。 
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